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１ はじめに
日中韓ASEAN2）の対米輸出構造の変化について議論する。分析ツールは、各国の輸出構造を統計
的に評価するものとして関（2002a）3）が開発したものを用いる。関（2002a）の問題意識には、中国
経済の急速な発展により中国の輸出構造が高度化してきていることで、中国は「雁行形態的な輸出構
造」4）を崩しているのではないかということにあった。それに対する答えは、彼が実証分析を行なっ
た1990年から2000年までの期間において、「中国の機械産業全体の競争力が上昇しているとはいえ、
水準は依然として低く、中国の産業高度化の進展は雁行的経済発展の枠を超えるものではない」とし、
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要 旨
本論文は、関（2002）論文が開発・提案した付加価値指標・輸出高度化指標とその偏差値・任意の2
国の対米輸出競合度という分析ツールを用いて、日中韓およびASEANの工業製品（およびIT関連製
品）の雁行形態的な対米輸出構造について議論したものである。扱った期間は1999年－2007年である。
工業製品における日中韓ASEANの雁行形態的な対米輸出構造を示す統計的な輸出高度化指標の偏差
値の順位は、期間を通じて高い順に日本→韓国→ASEAN→中国と変わらない結果をえている。他
方、IT関連製品における日中韓ASEANの雁行形態的な対米輸出構造に関連する偏差値も、同様の順
位を示す結果をえている。しかしながら、年の経過とともに、中国の対米輸出規模が多額になるに伴い、
日韓ASEANの中国との対米輸出競合度は大きな数値を示すようになり、特にIT関連製品においては、
日韓ASEANと中国とは補完的な関係というよりは競合的な関係を強くしているという結果をえてい
る。関（2002）論文は、主に日本と中国の1990年－2000年における工業製品（およびIT関連製品）
の雁行形態的な対米輸出構造について分析を行なっている。工業製品については大筋われわれと同じ結
論であるが、IT関連製品については異なる結論となっている。
キーワード：工業製品とIT製品、付加価値指標、輸出高度化指標の偏差値、2国の対米輸出競合度、
雁行形態的輸出構造
「中国の輸出構造が雁行形態の議論に基づく発展順序を崩しているとは考えにくい」と結論を導いて
いる。そしてさらに、中国と日本の工業製品およびIT製品の対米輸出について、両国は「競合的と
いうよりはむしろ補完的な関係にある」と結論している。
本論文は、1999年－2007年のOECD貿易データを新しく利用し、関（2002a）が開発・提示した
分析ツールを用いて、日中韓ASEAN8の対米輸出構造を比較する。そしてこれらの国・地域の「雁
行形態的な輸出構造」について議論することを目的としている5）。第2節では、本論文で使用する統
計データについて説明し、さらに、関（2002a）が開発した「付加価値指標」、「輸出高度化指標とそ
の偏差値」、「任意の2国の対米輸出競合度」の算出方法についても説明する。そして、これらの統計
数値と「雁行形態的な輸出構造」との関連について述べる。次の第3節では、前節の数値の算出結果
を工業製品について、第４節では、IT関連製品について明らかにし、日中韓ASEAN8の対米輸出
における雁行形態的な輸出構造について議論する。そして第5節では、まとめと今後の課題について
述べる。
２ 付加価値指標と輸出高度化指標
本節では次の第3節と第4節で議論する統計的な数値に関連して、使用データ、算出方法、経済的
意味について議論する。関（2002a）が用いた貿易データ6）を用いることが望ましいが、入手できて
いないことから、ここでは、OECDのInternationalTradebyCommodityStatistics(ITCS)より、
米国が世界各国から工業製品を輸入する輸入額を「世界各国の対米輸出額データ」として用いる7）。
期間は1999年－2007年である。HS分類という点では、関（2002a）と同じであるが、HS（1996年
version、以下では「HS96」と呼称する）の6桁分類の工業製品4,259品目を利用する。他方、後述
する第i財の付加価値指標の算出に用いる1人当たりGDP（PPP・ドル表示）は8）、世界銀行の統
計9）より入手している。
 第i財の付加価値指標
各国の工業製品（あるいはIT関連製品）の対米輸出構造を統計的な数値として把握する手法の第
1段階として、関（2002a）が開発した「第i財の付加価値指標」の算出がある。「第i財の付加価値
指標」とは、第i財を対米輸出している輸出国jの付加価値である1人当たりGDP（PPP・ドル表示：
・j）の対数値Yjを、すべての対米輸出国に対して加重平均を行なって算出した数値Viのことであ
る10）。加重平均には、「第i財の対米世界輸出総額に占める第j国の輸出シェアSij」を加重のウェイ
トにして算出する。これを算式で表すと次のようになる11）：
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Vi・ lnvi・ Si1ln・1・・・・Sinln・n
・ Si1Y1・・・・SinYn ,where ・j・1Sij・1
なお以下では、算出した付加価値指標Viの数値が相対的に高い第i財を「高付加価値財」、相対的に
低い第i財を「低付加価値財」と呼称して議論を進める。
 第j国の輸出高度化指標とその偏差値
次に、各国の対米輸出構造を統計的な数値として把握する手法の第 2段階として、同じく関
（2002a）が開発した「第j国の輸出高度化指標」の算出がある。「第j国の輸出高度化指標」12）とは、
第j国が対米輸出している工業製品（あるいはIT関連製品）iの付加価値指標Viを、すべての工業
製品（あるいはIT関連製品）に対して加重平均した値Hjのことである。加重平均には、「第j国の
工業製品（あるいはIT関連製品）の対米輸出総額に占める第i財の輸出構成比Wij」を加重のウェ
イトにして算出する。これを算式で表すと次のようになる13）：
Hj・ lnhj・ W1jlnvi・・・・Wmjlnvm
・ W1jV1・・・・WmjVm ,where ・i・1Wij・1
算出した第j国の輸出高度化指標Hjを、他の対米輸出国の輸出高度化指標と統計的に比較するた
めに、第j国の輸出高度化指標の「偏差値」を求める。そのためには、各国の対米輸出高度化指標Hj
の算出に加えて、第i財の付加価値指標Viを、「世界の工業製品（あるいはIT関連製品）の対米輸
出総額に占める第i財の世界輸出構成比Wwj」でウェイト付けした、「世界の工業製品（あるいはIT
製品）の対米輸出高度化指標」Hwを算出する。そしてさらに、対米輸出高度化指標の「標準偏差・」
も算出して、「第j国の工業製品（あるいはIT関連製品）の輸出高度化指標Hjの偏差値」を求め
る14）。その「偏差値」の計算式は：
第j国のHjの偏差値＝50・10・・Hj・Hw・・・・
となる。世界の工業製品（あるいはIT関連製品）の対米輸出高度化指標」Hwを50になるように正
規化していることから、第j国の輸出高度化指標Hjの偏差値が50を超えているならば、第j国の輸
出高度化は世界平均を上回る輸出構造をもち、その偏差値が50を超えていないならば、第j国の輸
出高度化は世界平均を下回る輸出構造をもつ。したがって、対象の国・地域の偏差値を算出すること
により、雁行形態的な輸出構造の序列順位を明らかにすることができるとともに、時間的な推移も明
日中韓ASEANの対米輸出構造の比較 117
らかにすることができる。
 h国のn国との対米輸出競合度
最後に、各国の工業製品（あるいはIT関連製品）の対米輸出構造を他国と比較する別の統計的な
数値として、「h国のn国との対米輸出競合度」がある。これも関（2002a）が開発・提示したもので
ある。イメージとしては、任意の2国である、h国とn国の対米輸出品目について、横軸に第i品目
の付加価値指標Viをとり、縦軸に両国の第i品目の対米輸出額をとって、h国とn国に対応した山
型の曲線をそれぞれ描いてみる。そのとき2つの山型の曲線が相互に重なる部分ができていることを
確認する。この重なる部分の合計をそれぞれの国の対米輸出総額に占める割合として求める。すなわ
ち、「h国のn国との対米輸出競合度Chn」は、両国の重なる部分の合計額がh国の対米輸出総額の
どれくらいの割合（パーセント値）となっているかを示した数値として算出する。同様に、「n国のh
国との対米輸出競合度Cnh」は、両国の重なる部分の合計額がn国の対米輸出総額のどれくらいの
割合（パーセント値）となっているかを示した数値となる。
なお以下の議論において、任意の2国であるh国のn国との対米輸出競合度Chnが「50％を上回
る」場合には、h国は対米輸出においてn国と「補完的な関係というよりは競合的な関係」が強いと
いい、逆に、h国のn国との対米輸出競合度Chnが「50％を下回る」場合には、h国は対米輸出に
おいてn国と「競合的な関係というよりは補完的な関係」が強いとして議論を進める。
 雁行形態的な対米輸出構造
「雁行型経済発展論」では、特定国の経済発展が進むのに対応して、特定の産業の構造が「輸入
→国内生産→輸出」という「雁行形態」的な時間的推移をともなうという「基本形」を議論してい
る。さらにその国の経済発展の経過とともに、労働集約財→資本集約財→知識集約財へと産業構造
の高度化・多様化が進むことを明らかにしていると同時に、産業構造の高度化を展開する「先発国」
と先発国から直接投資・技術伝播を吸収して追い上げる「後発国」が併存する「重層的な雁行形態」
が形成される世界経済についても明らかにしている。しかしながら、学説的には長い歴史をもち、今
日においても実証的な確認の議論および理論分析の試みが続けられているが、未だ多くの研究者が納
得する理論の確立までには至っていないのが実情である15）。「雁行型経済発展論」との文脈を明確に
するために、本論文での「雁行形態的な対米輸出構造」について少し説明を加えておく必要がある。
各国・地域の経済発展の差異について、簡便であるが1人当たり所得水準の差異によってとらえる
ことは多くの研究者が認めるところである。そして、1人当たり所得水準が相対的に高い国は、高付
加価値財を相対的に多く、低付加価値財を相対的に少なく対米輸出する輸出構造をもつ「先発国」で
ある。他方、1人当たり所得水準が相対的に低い国は、高付加価値財を相対的に少なく、低付加価値
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財を相対的に多く対米輸出する輸出構造をもつ「後発国」である。両国の経済発展の時間的推移によ
り、これら当該国の対米輸出構造は変化することが予想される。このような枠組みの議論を「雁行形
態的」という限定的な言葉を付した「対米輸出構造」と呼ぶのである。
具体的には、各国・地域の「雁行形態的な対米輸出構造とその時間的推移」を統計的数値と図（対
米輸出構造の図のことをいう）による比較によって議論が進められる。それには2つの統計的数値に
凝縮されるといえる。1つは、工業製品（あるいはIT関連製品）の付加価値指標、対米輸出国の輸
出高度化指標、そしてその偏差値を算出することによって、「日中韓ASEANの偏差値」の順位を明
らかにすることである。他の1つは、対米輸出金額という規模の側面を考慮した「任意の2国の対米
輸出競合度」を算出して比較することである。いずれも付加価値である1人当たり所得水準と高付加
価値財・低付加価値財をベースにした統計的数値であり、「雁行形態的な対米輸出構造とその時間的
推移」の議論に用いられる。
３ 工業製品における日中韓ASEAN8の対米輸出構造
 日中韓ASEAN8の規模の比較
経済規模を示すGDPの拡大の状況を見ることにより、当該国の経済発展と産業構造の高度化の変
化を推察することができる。図表 1は日中韓 ASEAN8の PPP表示 GDPの総額と名目ドル表示
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図表1 日中韓ASEAN8のGDP比較
PPP表示GDP比較
1995 1999 2003 2007
日本 1.1 1.1 1.3 1.6
中国 0.7 1.0 1.5 2.6
韓国 0.2 0.3 0.4 0.5
ASEAN8 0.4 0.5 0.7 0.9
出所：世界銀行の統計データをもとに加工
名目ドル表示GDP比較
1995 1999 2003 2007
日本 4.8 4.0 3.9 4.0
中国 0.7 1.0 1.5 3.1
韓国 0.5 0.4 0.6 1.0
ASEAN8 0.6 0.5 0.7 1.2
出所：世界銀行の統計データをもとに加工
PPP表示の1人当たりGDP比較
1995 1999 2003 2007
日本 10.5 11.3 12.8 15.7
中国 0.7 1.0 1.5 2.5
韓国 6.0 7.0 9.4 12.4
ASEAN8 1.3 1.3 1.7 2.3
出所：世界銀行の統計データをもとに加工
名目ドル表示の1人当たりGDP比較
1995 1999 2003 2007
日本 48.4 39.9 38.3 39.7
中国 0.7 1.0 1.5 3.0
韓国 13.3 11.1 15.6 25.1
ASEAN8 1.7 1.3 1.7 2.8
出所：世界銀行の統計データをもとに加工
GDPの総額、それに1人当たりのPPP表示GDPと1人当たり名目ドル表示GDPを、いずれも
1999年の中国の数値を1として、他の年、他の国・地域の数値がどのようになっているかを示した
ものである16）。1995年－2007年の期間、中国、韓国・ASEAN8、日本の順に名目ドル表示GDPが
成長した17）。中でも中国の経済成長は顕著であったのに対して、日本の経済成長は低迷状態を継続し
た。PPP表示のGDP（PPP）においても、経済成長の順は変わらなかった。日本のGDP（PPP）の
数値は、2003年には中国の数値を下回る状態となった。同じ期間、総額のGDPの成長を反映して中
国、韓国・ASEAN8、日本の順に1人当たり名目ドル表示GDPおよび1人当たりPPP表示GDP
（PPP）も上昇した。中国の上昇率はここでも顕著であった。しかしながら、2007年の中国の1人当
たり名目ドル表示GDPは、ASEAN8の数値を超え2,500ドルを上回ったが、日本・韓国の数値を超
えるには至っていない。また同年の中国の1人当たりGDP（PPP）は、同様にASEAN8の数値を超
え5,000ドルを上回ったが、韓国の約27,000ドル、日本の約34,000ドルには大きな開きがあること
も確認できる。以上の名目ドル表示およびPPP表示のGDPの規模拡大に対して、それぞれの工業
製品の対米輸出はどうであったか。図表2は、日中韓ASEAN8における1995年・1999年・2003年・
2007年の工業製品の輸出額について、中国の1999年の対米輸出額を1として算出した数値を示して
いる。図表1と図表2を見ることにより日中韓ASEAN8のGDP成長の高い低いに対応して、日中
韓ASEAN8の工業品の対米輸出額の増加に高い低いが起きている。また、中国は、高いGDP成長
率を上回る率で、工業製品の対米輸出額を増加させたことを示している。
1995年には中国の工業製品の対米輸出額は日本のそれの3分の1であったが、2003年には中国の
対米輸出額は日本のそれを上回り、2007年には日本のそれの2倍を上回るほどに拡大したことがわ
かる。その拡大のテンポの速さは突出している。
以下では、日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出の総額の変化に加えて、工業製品の対米輸出構
造の変化について議論する。特に、日中韓ASEAN8の間で、「雁行形態的な輸出構造」が1999年－
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図表2 日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出額の比較
1995 1999 2003 2007
日本 1.5 1.5 1.3 1.7
中国 0.5 1.0 1.8 3.9
韓国 0.3 0.4 0.4 0.5
ASEAN8 0.7 0.8 0.8 1.2
出所：OECDのHS分類の貿易データより算出。
1995年はSITC分類の貿易データより算出。
2007年の期間を通してどのように変化したかについて詳しく見ていく。
 日中韓ASEAN8の工業製品における対米輸出高度化指標の偏差値
日中韓ASEAN8の工業品の対米輸出構造を表す対米輸出高度化指標Hjを正規化した数値をまと
めたものが、図表3の「偏差値」である。図表3では、関（2002a）が算出した1990・1995・2000
年の偏差値も掲載している18）。対米輸出高度化指標の「偏差値」は、輸出構造の高度化を相対的に見
ることができる。日本の偏差値は、日中韓ASEAN8の中では期間を通して常に50を超え、54－56
の数値をキープし、ASEAN8の偏差値は、43－44の数値をキープしていることがわかる。これに対
して、韓国の偏差値は2003年以降には50を超えるようになった。中国の偏差値は期間を通して50
を超えることはなかったが、1990年には31だった数値が2007年には40を超える数値にまで上昇さ
せてきたことがわかる。工業製品における対米輸出構造が少しずつ高度化してきたことを意味してい
る。中国の工業製品の対米輸出高度化は、日本・韓国には及ばないが、ASEAN8の対米輸出に対し
ては着実に追い上げる存在になっている。とはいえ、対米輸出高度化指標の偏差値で見る限りでは、
雁行形態的な輸出構造は、期間を通して、日本＞韓国＞ASEAN8＞中国という順位を変更するこ
とは起きなかったと結論することができよう。もちろん、ASEAN8加盟国では、シンガポールの偏
差値は韓国とほぼ同じ数値をもつ国、マレーシア・タイ・フィリピンの偏差値は中国とほぼ同じ数値
をもつ国、そしてそれらより低い偏差値をもつ国が入り混じっていることを付言しておきたい19）。
 日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出構造の図
日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出高度化指標の偏差値に加えて、対米輸出構造を図に描くこ
とにより、雁行形態的な対米輸出構造の推移をより明確に認識することができる。図表4は、1999
年・2003年・2007年の日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出構造の図である。この図表4は4,259
品目の工業製品の対米輸出構造を概略的に示すために、データを加工してグラフに描いたものであ
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図表3 工業製品における日中韓ASEAN8の対米輸出高度化指標の偏差値
1990 1995 1999 2000 2003 2007
日本 55.2 56.5 54.4 56.6 55.3 56.1
中国 31.1 33.5 35.5 36.2 38.8 40.8
韓国 43.2 49.4 48.6 49.0 50.2 51.4
ASENA8 44.4 43.2 43.0
出所：OECDのHS分類の貿易データより算出。1990・1995・2000年の数値は関（2002a）
より引用。
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図表4 日中韓ASEAN8の工業製品における対米輸出構造の図
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る20）。横軸にグループ化した「付加価値指数」の数値を21）、縦軸にその数値に対応した品目の「輸出
構成比Wij（％）」をとっている。
前項において、日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出高度化指標の偏差値の大小関係は、期間
を通して、日本＞韓国＞ASEAN8＞中国であり、さらに日中韓については偏差値の数値を高めて
きている。このことを反映して、図表4では、期間を通して、日中韓のそれぞれの対米輸出構造の図
が全般的に右へシフトしていることがわかる。そしてさらに、中国の対米輸出構造の山型の曲線は、
ASEAN8の山型の曲線を追い越すところまでは至っていないが、右方向からASEAN8の曲線に接
近しているように思われる。ASEAN8の対米輸出構造の山型の曲線は、中国の山型の曲線より右側
を保ちながら、およそ20,000以下の低付加価値指数の品目を対米輸出している。他方、韓国の対米
輸出構造の山型の曲線は、低い付加価値指数の品目も高い付加価値指数の品目も広範囲に対米輸出を
行なっている。このことは、中国・ASEAN8の対米輸出の品目だけでなく日本の対米輸出の品目と
も競合的な関係をもつことを意味している。日本の対米輸出構造の山型の曲線は、右端に位置し、日
中韓ASEAN8では最も高付加価値指数の品目を多く対米輸出していることがわかる22）。
 日中韓ASEAN8の工業品における対米輸出競合度
図表4の縦軸に、日中韓ASEAN8それぞれの品目別対米「輸出構成比（％）」ではなく、品目別
対米輸出金額をとることによって（付図表A）、日中韓ASEAN8それぞれの対米輸出構造の山型の
曲線が重なり合う部分を競合度の数値として示すことができる。図表5は、工業製品におけるh国
のn国との対米輸出競合度の数値にまとめたものである（図表の枡目が灰色になっている部分は競
合度の数値が50％を超えていることを表す）。なお、図表5における1990・1995・2000年の数値は、
関（2002a）の結果を引用したものである。競合度Chn（あるいはCnh）の添え字のj,c,k,aは、そ
れぞれ日本、中国、韓国、ASEAN8を意味する。
日本からみた競合度Cjn(n＝c,k,a)では、中国との競合度Cjcが年とともに高くなり、2007年
には30％を超えるレベルにまで上昇していることから、工業製品を対米輸出する日本にとって、中
国は徐々に競合的な関係を増しつつあるといえる。これに対して日本の韓国とASEAN8との競合度
は中国ほどではないことから、韓国とASEAN8は日本にとって中国より一層補完的な関係にあると
いえる。
中国からみた競合度Ccn(n＝j,k,a)では、日本・韓国・ASEAN8との競合度がいずれも年とと
もに低くなり、中国は工業製品の対米輸出において、日本・韓国・ASEAN8いずれとも競合的な関
係を減らしつつあるといえよう。とはいえ、中国にとってのASEAN8は、1999年には33％、2007
年には23％の競合度をもつ存在になっている。
韓国からみた競合度Ckn(n＝j,c,a)では、日本・中国・ASEAN8との競合度がいずれも高い数
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値を示している。具体的な数値で示せば、2007年には日本・中国との競合度は60％を超える数値を
示し、韓国は工業製品の対米輸出において日本・中国と競合的な関係が強いことがわかる。
ASEAN8との競合度では、2003年および2007年には40％を超える数値となっていることから、
1999年よりは競合的な関係が緩くなっている。
ASEAN8からみた競合度Can(n＝c,k,a)では、中国との競合度が顕著に高く、2003年には約
60％、2007年には約75％という数値を示している。ASEAN8にとって、工業製品の対米輸出におい
て中国は競合的な関係が強い存在になっていることがわかる。日本・韓国に対しては競合度が年とと
もに低下していることから、競合的な関係というよりは補完的な関係になりつつあるといえる。
ここで、第3節の議論をまとめておくことにしよう。1999年から2007年の期間を通して、日中韓
ASEAN8の対米輸出高度化指標の偏差値をみるとき、日本＞韓国＞ASEAN8＞中国という偏差
値の順序付けがえられた。特に中国の偏差値はASEAN8の偏差値を超えることはなかった。さらに、
工業製品の対米輸出構造の図を図表4に描いてみることができた。山が1つのもの、複数の山がある
ものといろいろであるが、日中韓ASEAN8の山型のグラフは、期間を通して、中国→ASEAN8→
韓国→日本の順に、横軸を左から右方向へと山が連なるように描かれていることが大まかではある
が観察された。すなわち中国・ASEAN8は主に低付加価値財に、日本・韓国は主に高付加価値財に、
比較優位の品目群が存在しているといえる。これは、日中韓ASEAN8の対米輸出には「雁行形態的
な輸出構造」が存在することを意味している。
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図表5 工業製品におけるh国のn国との対米輸出競合度
競合度Chn 1990 1995 1999 2000 2003 2007
日本
Cjc 3.0 8.3 17.5 16.3 26.3 34.0
Cjk 16.2 19.2 19.1
Cja 21.9 16.9 18.4
中国
Ccj 26.8 19.2 14.8
Cck 16.4 11.5 8.4
Cca 33.0 27.3 23.0
韓国
Ckj 67.2 65.8 62.5
Ckc 24.0 27.1 44.6 37.5 53.8 63.1
Cka 62.5 41.6 41.9
ASEAN8
Caj 39.6 27.9 26.2
Cac 39.0 61.4 75.2
Cak 27.2 20.0 18.2
出所：OECDのHS分類の貿易データより算出。1990・1995・2000年の数値は関（2002a）
より引用。
競合度が約50％を超える枡目は灰色になっている。
また、中国の工業製品の対米輸出額は、GDPの成長率よりさらに速いスピードで規模拡大をした。
このことは、日中韓ASEAN8の対米輸出構造の比較に大きな影響を与えることとなった。対米輸出
競合度を算出するとき、日韓ASEAN8相互の対米輸出競合度は、期間を通してそれほど大きな変化
はみられなかった（ただし、1999年のCkaは除く）。しかし、日韓ASEAN8の中国との対米輸出競
合度は程度の差はあるとはいえ、いずれも徐々に高くなってきたこと、そして中国の日韓ASEAN8
との対米輸出競合度はそれとは逆に、いずれも徐々に低くなってきたことを確認した。図表4の縦軸
を品目別対米輸出金額に変更して、中国の対米輸出構造の山型のグラフを実際に描いてみると、競合
度の結果がよくわかる。特に2003年・2007年の中国の対米輸出構造の山型のグラフは、低付加価値
財の領域に対応する部分において、日本・韓国・ASEAN8の山型のグラフをほとんど覆いかぶさる
ように描かれることがわかる（付図表Aを参照）23）。
関（2002a）は、1990年－2000年の期間、日本と中国の工業製品の対米輸出について、競合的な
関係というよりは補完的な関係にあると結論した。われわれは彼の分析方法を1999年から2007年の
期間に延長して適用を試みた。その結果、延長した期間における、日本と中国の工業製品の対米輸出
は、関（2002a）と同様に引き続き、競合的な関係というよりは補完的な関係にあると結論すること
になった。しかしながら、これまでの議論から明らかなように、中国の日本との対米輸出競合度は徐々
に低くなってきたのに対して、日本の中国との対米輸出競合度は徐々に高くなってきたことを（1999
年には17.5％であったが、2007年には34％となった）、われわれの結論の留意事項として付け加えて
おく必要がある。
４ IT関連製品における日中韓ASEAN8の対米輸出構造の算出結果
前節では日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出構造について統計的な数値を使用して議論を行なっ
たのに続いて、本節では前節同様に、関（2002a）の議論に対応するIT関連製品について議論を行
なう。なお、IT関連製品の品目分類は、JETROの分類24）にしたがって、①コンピュータ・周辺機器
類、②事務用機器類、③通信機器、④半導体等電子部品類、⑤その他電気・電子部品、⑥映像機器類、
⑦音響機器、⑧計測器・計器類の8分類に構成されている。
 日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出規模と割合
1999年－2007年の期間における日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出は、どのような展開を
したかについて先ず総額で見てみよう。図表6の左側は、1999年の中国対米輸出額を１として表し
た数値であり、図表の右側は、それぞれの国・地域の工業製品対米輸出額に占めるIT関連製品対米
輸出額の割合を示した数値である。
1999年にはASEAN8のIT関連製品対米輸出額が、日中韓のそれよりも大きい
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状態にあった。しかし2007年には中国の対米輸出額は日韓ASEAN8を大きく抜いた状態になっ
たことがわかる。また、IT関連製品対米輸出の工業製品に占める割合は、中国は上昇傾向にあるの
に対して、日韓ASEAN8は低下傾向にある。このことより、IT関連製品における中国とASEAN8
の競合関係は激しさを増してきたと推察される。
 日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出偏差値
OECDの HS96分類による IT関連製品数は 229品目がある。これらの品目を利用して日中韓
ASEAN8の対米輸出高度化指標を算出し、前節と同様の計算手続きを行なって図表7のように偏差
値を求めることができる25）。
1999年－2007年を通して、IT関連製品の日中韓ASEAN8の対米輸出高度化指標の偏差値の順位
は、日本＞韓国＞ASEAN8＞中国と変わっていないことを先ず確認することができる。中国のこ
の期間のIT関連製品の対米輸出は他の日韓ASEAN8と比較して顕著に規模を拡大させたにもかか
わらず、順位は工業製品の偏差値の順位と同じであった。
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図表6 日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出規模と工業製品に占める割合
1999 2003 2007 1999 2003 2007
日本 2.2 1.3 1.2 30.2 21.1 15.2
中国 1.0 2.4 5.7 21.3 28.1 31.1
韓国 0.9 0.7 0.8 50.7 38.5 34.0
ASEAN8 2.5 2.0 2.5 64.0 52.8 45.5
出所：OECDのHS96分類の貿易データより作成。
図表7 日中韓ASEAN8のIT関連製品における対米輸出高度化指標の偏差値
IT関連製品 1990 1999 2000 2003 2007
日本 54.5 52.8 55.5 54.3 56.2
中国 33.9 41.7 40.7 44.3 45.1
韓国 46.2 50.3 49.7 50.5 51.5
ASEAN8 48.8 48.5 49.6
出所：OECDのHS分類の貿易データより算出。
1990・2000年の数値は関（2002a）より引用。
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図表8 日中韓ASEAN8のIT関連製品における対米輸出構造の図
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 日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出構造の図
偏差値による比較に加えて、日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出構造の図が参考になる。
図表8は、図表4と同様の形式で横軸にはIT関連製品の付加価値指数を2,000刻みでまとめ、縦軸
にはそれに対応するIT関連製品の対米「輸出構成比（％）」をとって、対米輸出構造の図を示すこ
とができる26）。
日中韓ASEAN8の各偏差値は、1999年から2007年へと順序を変えずに同じかあるいは高くなっ
ている。ところが、ここでの図表８を観察すると、IT関連製品をまとめて描いているために、IT関
連製品の 8分類を特定化することはできないが、ある特徴が見られる。まず 1999年には日中韓
ASEAN8の対米輸出構造の山型のグラフは、いずれも付加価値指数12,000－14,000の範囲で高い輸
出構成比を集中させている。次に2003年と2007年には日中韓ASEAN8の対米輸出構造のグラフは、
8,000－14,000の範囲で高い輸出構成比の山があり、国・地域により高さは異なるが、いずれも2つ
あることが確認できる（ただし、2007年の日本の対米輸出構造のグラフは、全体的に右方向にシフ
トしている）。そして最後に上述の日中韓ASEAN8の偏差値の順序が、日本・韓国・ASESAN8・
中国となっている背景には、対米輸出構造のグラフの高い山とそれに対応する付加価値指数そして付
加価値指標の数値が反映していると思われる。
 日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出競合度
IT関連製品の輸出規模を考慮して雁行形態的な対米輸出構造の推移を議論するには、前節と同
様に対米競合度を算出して比較する必要がある。図表9は、日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米
輸出競合度をまとめたものである。
日中韓ASEAN8の対米輸出規模を示した、工業製品の図表2とIT関連製品の図表6からわかる
ように、IT関連製品の対米輸出額の増加の方が工業製品の対米輸出額の増加より顕著であることを
反映して、工業製品の競合度よりIT関連製品の競合度の方が全般的に高い数値を示している。IT関
連製品の工業製品に占める割合は、国・地域によって程度の差はあるが、かなり高い数値を示してい
ることから、IT関連製品の対米輸出構造についてさらに掘り下げて議論する意義は大きい。
以下の図表9の議論に役立つように図表10を併せて作成した。図表の列にはIT関連製品8分類
を、図表の行には1999年・2003年・2007年の日中韓ASEAN8をとり、それぞれの対米輸出構成比
率が示されている。
日本からみた競合度Cjn(n＝c,k,a)では、中国との競合度Cjcが年とともに高くなり、2003年
には65％を超え、2007年には80％に近付いていることから、IT関連製品を対米輸出する日本にとっ
て、中国とは競合的な関係にあるといえる。さらにASEAN8との競合度も対象期間を通して60％弱
を保っていることから、ASEAN8は中国よりは高くないが、日本にとって競合的な関係にあるとい
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図表9 日中韓ASEAN8のIT関連製品における対米輸出競合度
IT関連製品
1990 1999 2000 2003 2007
日本
Cjc 3.5 34.3 31.8 65.2 79.2
Cjk 31.3 30.5 29.5
Cja 58.4 55.8 56.7
中国
Ccj 74.5 35.7 16.8
Cck 38.7 22.0 13.3
Cca 73.2 55.4 35.2
韓国
Ckj 77.4 57.3 43.0
Ckc 44.1 75.4 91.3
Cka 87.4 64.4 70.7
ASEAN8
Caj 49.7 36.7 26.9
Cac 28.8 66.4 78.6
Cak 30.1 22.5 23.0
出所：OECDのHS分類の貿易データより算出。
競合度が約50％を超える枡目は灰色になっている。
1990・2000年の数値は関（2002a）より引用。
図表10 日中韓ASEAN8のIT関連製品8分類別の対米輸出の構成比率
日本 中国 韓国 ASEAN8
1999 2003 2007 1999 2003 2007 1999 2003 2007 1999 2003 2007
1 35.4 33.1 13.9 41.4 50.8 44.3 34.8 29.1 19.4 53.9 59.7 46.3
2 4.6 1.2 0.1 4.5 1.5 0.5 0.4 0.2 0.1 0.8 0.5 0.5
3 8.4 6.4 9.4 12.4 13.7 22.1 11.0 45.7 48.8 4.7 13.2 19.7
4 18.0 6.2 16.9 3.9 1.2 2.3 42.3 4.6 17.0 28.0 8.7 18.1
5 12.8 16.0 21.6 20.3 12.2 10.3 6.2 6.8 7.0 4.7 5.1 5.3
6 12.2 25.6 21.8 9.3 14.6 15.8 4.5 11.7 5.7 6.2 9.6 5.8
7 2.0 1.1 0.4 5.2 3.0 2.1 0.2 0.7 0.1 1.0 1.0 0.4
8 6.5 10.5 15.9 3.1 3.0 2.4 0.5 1.1 1.8 0.9 2.1 3.9
合計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
出所：OECDのHS分類の貿易データより算出。構成比率が10％を超える枡目には灰色になっている。
8分類は、①コンピュータおよび周辺機器類、②事務用機器類、③通信機器、④半導体等電子部品類、
⑤その他電気・電子部品、⑥映像機器類、⑦音響機器、⑧計測器・計器類である。
えよう。これに対して韓国との競合度は対象期間を通して30％前後にとどまっている。このような
結果は、IT関連製品の対米輸出の規模拡大が顕著な中国とAEEAN8において、特に分類1の「コ
ンピュータ・周辺機器類」の輸出構成比率が40％～50％という高い数値（図表10を参照）を示して
いることが影響していると言える。
中国からみた競合度Ccn(n＝j,k,a)では、日本・韓国・ASEAN8との競合度がいずれも年とと
もに顕著に低くなっている。中国はIT関連製品の対米輸出の規模拡大によって日韓ASEAN8との
競合的な関係を低下させているといえる。とはいえ、中国にとってASEAN8は、1999年には73％、
2007年には35％の競合度をもつ存在になっている。
韓国からみた競合度Ckn(n＝j,c,a)では、日本との競合度は低下傾向にあるが、中国・ASEAN
8との競合度は、いずれも高い数値を示している。このことは、韓国は中国・ASEAN8との間でIT
関連製品の対米輸出において強い競合的な関係にあるといえる。このような結果には、中国・
ASEAN8に比べて韓国のIT関連製品の対米輸出規模が相対的に小さいことが影響していると思わ
れる。
ASEAN8からみた競合度Can(n＝c,k,a)では、中国との競合度が顕著に高く、2003年には66
％、2007年には79％という数値を示している。ASEAN8にとって、工業製品でみた際と同様にIT
関連製品においても、対米輸出において中国は競合的な関係が強い存在になっていることがわかる。
他方、日本・韓国に対しては競合度が年とともに低下していることから、競合的な関係というよりは
補完的な関係になりつつあるといえる。
ここで、第4節の議論をまとめておくことにしよう。日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出
高度化指標の偏差値は、日本＞韓国＞ASEAN8＞中国という順位を、1999年から2007年の期間
を通して変わらずに維持されてきた。しかしながら、それに対応するIT関連製品の対米輸出構造の
図である図表8をみるとき、日中韓ASEAN8の山型のグラフは、第3節の図表4のように、左から
右方向に山が連なる「雁行形態的な輸出構造」の図を観察することは困難であるといえる。図表8に
おいて、1999年には日中韓ASEAN8それぞれの対米輸出構成比の高い数値はいずれも付加価値指数
が12,000－14,000になっていたし、2003年・2007年には山型のグラフが複数の山をもつようになっ
ていて、「雁行形態的な輸出構造」の図として山型のグラフが連なる状況を観察することはできなかっ
た。また、日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出競合度をそれぞれ比較するとき、中国の突出
した対米輸出増の影響が色濃く現われることとなった。中国の日韓ASEAN8との対米輸出競合度は
いずれも低下傾向を示したのに対して、日韓ASEAN8それぞれの中国との対米輸出競合度は増加傾
向を示した（1999年の日本の中国との対米輸出競合度は34.3％であったが、2007年には79.2％にま
で上昇した）。このことは、図表8の縦軸を対米輸出金額にすることによってえられる対米輸出構造
の図を描き、山型のグラフを観察することにより確認することができる。特に2007年の対米輸出構
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造の図において、中国の山型のグラフが、ASEAN8・韓国・日本の山型のグラフの多くの部分、特
に横軸の相対的に低い付加価値指数の領域に対応する部分を、上から覆いかぶさるように描かれるこ
とと符合する（付図表Bを参照）。
関（2002a）は、1990年－2000年の期間におけるIT関連製品の対米輸出について分析をした結果、
日本と中国は工業製品だけでなくIT関連製品に限定した場合においても、両国のIT関連製品の対
米輸出は競合的関係というよりは補完的関係がまだ強いと結論している。われわれのここでの分析は、
IT関連製品に関しては、関（2002a）の結論を追認できないという結論になっている。確かに、IT
関連製品の対米輸出高度化指標の偏差値では、日本は中国を上回る数値がえられているが、IT関連
製品の対米輸出構造の図および対米輸出競合度では、雁行形態的な輸出構造は明確に観察できないだ
けでなく、日本からみた中国の存在は、IT関連製品の対米輸出に関しては、すでに補完的な関係と
いうよりは競合的な関係となっているといえるのである。
５ 最 後 に
関（2002a）は、1990年－2000年の期間、日本と中国の工業製品およびIT関連製品の対米輸出構
造について、彼が開発・提案した「付加価値指標・輸出高度化指標の偏差値・競合度」などの統計的
な数値を適用して、「雁行形態的な対米輸出構造」が存在することを明らかにした。そして、日本と
中国の工業製品およびIT関連製品の対米輸出は、競合的な関係にあるというよりは補完的な関係に
あると結論した。
本論文は、関（2002a）の分析手法を踏襲しながら27）、1999年－2007年の期間、日中韓ASEAN8
の工業製品およびIT関連製品の対米輸出について「雁行形態的な輸出構造とその時間的推移」につ
いて、実証的な議論を行なったものである。
先ず当該期間における日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出は、日本＞韓国＞ASEAN8＞中
国という順位で「雁行形態的な輸出構造」の推移が存在することを確認した。そしてさらに、日本と
中国の工業製品の対米輸出は、日本の中国との対米輸出競合度は少しずつ高まってきたとはいえ、競
合的な関係というよりは補完的関係にあると結論した。これは関（2002a）の結論と同様の結果となっ
た。
他方、当該期間における日中韓ASEAN8のIT関連製品の対米輸出は、「雁行形態的な輸出構造と
その時間的推移」が存続したという結論を導くことは難しいことを明らかにした。そしてさらに、日
本と中国のIT関連製品の対米輸出は、対米輸出高度化指標の偏差値の比較では日本は50以上、中
国は50以下の数値を示したけれども、両国は補完的な関係を継続したということはできず、むしろ
両国は対米輸出において競合的な関係を強めて来たと結論した。これは関（2002a）の結論を追認で
きないという結論を導く結果となった。
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今後の課題として二つ指摘して締めくくりとしたい。1つは、本論文で使用している輸出品目に対
応する付加価値指標に関連することについてである。この指標（および指数）の数値の大小によって、
高付加価値財・低付加価値財と呼称して議論を行なってきた。そして、購買力平価ドル（PPP）でみ
た1人当たりGDPの高い国は高付加価値財の対米輸出を、低い国は低付加価値財の対米輸出をする
ことを想定して議論を行なってきた。この想定（第2節でも述べている）を裏付ける理論的な説明
が、池間（2009）においてなされているが、さらなる明確な理論的議論が必要である。また、本論文
では高付加価値財・低付加価値財を定義の形で与えているが、2財の具体的内容については明らかに
していない。付加価値指標（および指数）の品目の背景にあるHS96分類の品目とそれと関連する
SITC分類の品目を突き合わせることによって、その具体的内容 例えば、化学製品・原料別製品
（鉄鋼製品など）・一般機器・輸送機器・電気機器・精密機器・軽工業品・繊維衣類というように
を明らかにする必要がある。
もう1つは、対米輸出構造に深く関わる要因として、特に中国・ASEAN8の世界からの対内直接
投資の役割は極めて重要である。日本企業・韓国企業および欧米企業などが中国・ASEAN8に生産
拠点および販売拠点をもつために、中国・ASEAN8へ直接投資を行なっている。そしてその大きな
割合が対米輸出となって輸出構造に大きな影響を与えていることが推察される。しかも最近の製造業
の直接投資では、企業の全生産工程のすべてが進出先国にまとめて移転されるのではなく、企業の分
割された生産工程が生産立地に応じて複数の進出先国に移転されるケースが多くなってきたことも指
摘されている。若杉（2009）・木村（2009）では、直接投資を行なう企業は、その生産工程の一部を
他国にも移転させながらより適した国際的な生産・流通活動を行なうようになってきたことについて
実証的な議論を行なっている。また、貿易品目の内容には、産業単位の最終製品という枠内では十分
に扱えない品目（例えば、一般機械・電気機器・自動車などの部品・産業用素材、資本財など）が、
多種多様に、貿易品目に含まれるようになってきた。以上のことより、本論文で議論する各国・地域
の対米輸出構造については、対内直接投資・対外直接投資の要因を明示的に扱った議論が加わる必要
がある。さらに、対米輸出の品目を高付加価値財・低付加価値財の区別をするのに加えて、その品目
の内容を産業用資材・部品・資本財・消費財などに区分する「BEC分類」を用いることにより、対
米輸出構造の内容をより明らかにする必要がある。
すでに国際貿易は最終生産物のみの輸出入の時代ではなく、国際的な生産・販売ネットワークの中
で国際貿易が関わる時代になってきている。このような状況を踏まえた追加的な研究作業を行なうこ
とにより、「雁行形態的な対米輸出構造とその時間的推移」について、一層深く立ち入った研究が可
能になると思われる。
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注
1）本論文は、京都産業大学大学院経済学研究科ディスカッション・ペーパーNo.201001を加筆修正し
たものである。平成22年7月6日に京都大学東アジア研究センター「中国研究会」において発表の機
会をもった。参加者より特に劉徳強先生（京都大学）および岑智偉先生（本学）からは有益なコメント
をいただいた。さらに本論集のレフェリー2名の先生には貴重なコメントいただいた。ここに感謝の
意を表します。申すまでもなく残されている誤謬はわれわれにあります。
2）統計データの制約で、ASEAN加盟国10カ国の内ミャンマー・ブルネイの2カ国を除くインドネシア・
カンボジア・シンガポール・タイ・フィリピン・ベトナム・マレーシア・ラオスの8カ国をASEAN
として扱い、以下ではASEAN8と呼称する。
3）関志雄論文はRIETIのディスカッション・ペーパー2002aと2002b（英文）、それに『NR知的資産
創造』に掲載された2002cがある。いずれも同じ内容の論文である。ここでは、2002a論文を関論文
として議論する。なお、関（2002d）にも彼の分析結果が掲載されている。関（2002a）の結果は、深
尾（2003）、小島（2004）でも引用・評価されている。
4）小島（2003）、山澤（2001）および池間（2009）などの「雁行形態論」の説明では、輸入→国内生産
→輸出という「基本形」を前提に貿易・生産パターンの時間的推移について議論がなされている。関
（2002a）でも同様に雁行形態論の「基本形」を想定しているが、工業製品（あるいはIT関連製品）の
詳細な対米輸出品目のすべてをセットにした国別輸出構造を中心に議論がなされている。そして、彼が
開発した統計数値をベースにして、「対米輸出構造の国別比較とその時間的推移」について明らかにし
ている。以下でも、彼の手法を踏襲して分析している。これを「雁行形態的な輸出構造」と呼称する。
5）関（2002a）では、「貿易特化係数」（純輸出比率）および「顕示的比較優位」（RAC）を用いた分析も
行なわれているが、ここでは後述するように、各国・地域の輸出構造を統計的数値として算出する「付
加価値指標」「輸出高度化指標とその偏差値」「任意の2国の対米輸出競合度」を用いた分析に限定し
て議論を進める。
6）米国商務省の「U.S.ImportsHistory」（CD-ROM）より1990年－2000年における米国が輸入してい
る約 200カ国の輸入データが用いられた。HS10桁分類という詳細なデータであり、工業製品約
10,000品目を含む内容であった。以下に述べるように、ここで用いるデータ数はおよそその半分であ
り、算出結果に影響することは否めない。
7）なお、各国の対世界輸出ではなく、各国の対米輸出を扱うのは、関（2002a）と同様に、これもデータ
入手の制約による。
8）関（2002a）で用いられている1人当たりGDP（ドル表示）の出所は不明であるが、ここでは同じデー
タを用いないで、購買力平価による1人当たり名目GDP（ドル表示）を世銀データ（OECD）貿易デー
タとの突き合わせで157カ国）より入手している。これは、購買力平価表示でない名目値を用いた関
論文の付加価値指標には、日本と中国の数値がバイアスをもたらす原因になっているという深尾
（2003）のコメント（p.43）に対するわれわれの対応である。中国の1人当たりGDPは単なる名目値
より購買力平価表示の方が高い数値となり、日本のそれは低い数値となる。このことにより付加価値指
標のバイアスが一部緩和されると思われる。さらに、購買力平価表示による1人当たりの名目値を用
いることにより、各国の経済水準をより的確に国際比較することができると思われる。なお以下では、
購買力平価表示でドル表示の各国の1人当たりGDPを「1人当たりGDP（PPP・ドル表示）」と呼称
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して議論する。
9）http://databank.worldbank.org/
10）なお、Yjは対数値であり、その加重平均値である第i財の付加価値指標Viも対数値となっている。
11）次の算式のVi・ lnviのviは、Viの真数である。
12）輸出高度化指標Hjも対数値となっている。
13）次の算式のHj・ lnhjのhjは、Hjの真数である。
14）以下では1999年・2003年・2007年の各年の工業製品（あるいはIT関連製品）の輸出高度化指標Hj
は正規分布を描くことを仮定して議論する。
15）山澤（2001）および池間（2009）の議論を念頭に議論をまとめている。
16）ドル表示の総額の名目GDPと1人当たりの名目GDPおよび購買力平価（PPP）表示の総額のGDPと
1人当たりの GDPは、世界銀行（WorldBank）が公表しているデータを用いている。なお、
ASEAN8の名目GDPは、加盟8ケ国の名目GDPの合計値によって表し、1人当たり（ドル表示およ
びPPP・ドル表示の）ASEANの名目GDPは、名目GDP合計値を加盟8ケ国人口（世界銀行の公表
データ）の合計値で除してえている。
17）図表1の名目ドル表示GDPの数表において、各国・地域の1995年の数値に対する2007年の数値の
倍数を求めるとき、その倍数の大小順は、当該期間12年間の平均成長率の高低順になることがわかる。
他の数表についても同様の操作を行ない、平均成長率の高低順を明らかにすることができる。
18）図表3における1990・1995・2000年の関（2002a）の数値と1999・2003・2007年のわれわれの数
値の間には少し違いが見られる。これは、利用している貿易データおよび1人当たりGDPのデータの
違いが反映していると思われる。
19）ASEAN8にまとめて議論しているためにASEAN8の各国の数値は省略している。なお、ASEAN8の
偏差値は、8カ国の工業製品の対米輸出額を品目ごとに集計して加重平均のウェイトを算出し、
ASEAN8の対米輸出高度化指標Hj（j＝asean8）を求めて偏差値を算出している。
20）図表4と同様に横軸にはグループ化した付加価値指標をとり、縦軸にはそれに対応した品目別「輸出
シェアSij」（これは品目の「輸出構成比Wij」とは異なることに注意）をとった対米輸出構造の図を
描くことも可能である。図表4の対米輸出構造の図と類似した対米輸出構造の図がえられるが、偏差
値との関連がないことを理由に言及するに留める。
21）日中韓ASEAN8の工業製品の対米輸出構造の図について、関（2002a）の脚注2では「個別の製品の
シェアをそのままそれぞれの付加価値指標に対応させるのではなく、付加価値指標に沿ってある刻みを
もって製品をグループ分けし、シェアを集計」したと述べている。本稿でも同様の手法で図表4が描
かれている。しかし異なる点は、横軸の数値である。付加価値指標Viを指数関数E・p・Vi・に代入して
注11でいうViの真数viである「付加価値指数」の数値を図表4の横軸にとっている。すべての対象
品目の付加価値指標の数値に対応する付加価値指数の数値を低い順に並べ替え、さらに3,000刻みで
製品をグループ分けしている。図の横軸の数値の単位は千とし、0から48（千）までをとっている。
横軸の数値は、例えば、3,001－6,000のグループならば、そのグループの数値を6,000として示して
いる。他方、図の縦軸の数値は、その付加価値指数に対応する品目の輸出構成比（図表4）あるいは輸
出金額合計値（付図表A）を示している。
22）相対的に低い付加価値指標をもつ財を低付加価値財、高い付加価値指標をもつ財を高付加価値財と定義
日中韓ASEANの対米輸出構造の比較 135
しているが、このことは付加価値指数についても同様に用いている。
23）関（2002a）は、縦軸を工業製品の対米輸出金額をとって、日本と中国の対米輸出構造の山型のグラフ
を1990年・1995年・2000年について示している。そこでの中国のグラフは左寄りの低くて小さい山
型のグラフが、他方、日本のグラフは右寄りの高くて大きな山型のグラフが描かれている。しかし、年
とともに中国のグラフは、相対的に左寄りであることには変わりはないが、高くて大きな山型のグラフ
へと変化していることが観察できる。
24）http://www.jetro.go.jp/world/statistics/には、IT関連製品の9分類のHS2007の分類番号が掲載
されている。しかし、本論文で用いる貿易データはHS96分類であるため、IT関連製品は8分類にな
り、8,443.31、8,525.80、8,486を除いた分類番号になっている。これは、関（2002a）のIT関連製
品8分類と同一のものである。
25）IT関連製品8分類それぞれについて、日中韓ASEAN8の各年の偏差値を算出することは可能である
がここでは深く立ち入らない。
26）図表8の横軸には同様のグループ化した付加価値指標をとり、縦軸にはそれに対応したIT関連製品の
品目別「輸出シェアSij」をとった対米輸出構造の図もえられるが、脚注20で述べたように言及する
に留める。
27）分析に使用されたデータについて述べておきたい。関（2002a）では、対米輸出額については「U.S.
ImportsHistory」（米国商務省）、1人当たりGDPについては名目ドル表示GDPを使用しているのに
対して、本論文では、対米輸出額については「InternationalTradebyCommodityStatistics」（OECD）
のHS96貿易データ、1人当たりGDPについては世界銀行のPPPドル表示GDPを使用している。わ
れわれの分析は、関（2002a）の単なる延長した適用ではなく、われわれなりに改善を加えたものになっ
ていることに留意されたい。
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付図表A：第3節の図表4の工業製品の対米輸出構造の図の縦軸に対米輸出金額をとって表した図表である。
関（2002a）の1990年・1995年・2000年の日中の対米輸出構造の図に比べて、中国の存在が年とと
もに顕著に大きくなってきていることを確認できる。
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付図表B：第4節の図表8のIT関連製品の対米輸出構造の図の縦軸に対米輸出金額をとって表した図表であ
る。中国の存在が年とともに顕著に大きくなってきていることをここでも確認できる。
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ComparisonofExportStructure
fromJapan-China-Korea-ASEANtoU.S.:
Kwan・sApproach
Li-FengZHU
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Abstract
ThisisanarticlewhichextendsKwan（2002a）・sapproachtotheperiodof19992007.Using
theanalyticaltoolsoftheaddedvalueindexes,theproductsophisticationindexes,thestandard-
izedscore,andthedegreeofcompetitiveness,whichweredevelopedbyKwan,wediscusstheex-
portstructureofflying-geesepatternofJapan,China,KoreaandAsean8toUSexports.Inthe
caseofindustrialgoods,theturnofthestandardizedscoreintheproductsophisticationindexes
isunchangedin1999to2007.InparticularJapanandChinaarenotcompetitiveexportersbut
complementaryones,asKwanconcluded.InthecaseofITgoods,wehavethesimilarturnofthe
standardizedscore,butthedegreeofcompetitivenesstoUSexportsisdrasticalychangedinthe
period.ThereforeweconcludethatJapan,Korea,andAsean8regardChinaascompetitiveex-
porter,notcomplementaryone.ThisresultdiffersfromKwan・sconclusion.
Keywords:industrialgoodsandITgoods,theaddedvalueindexes,thestandardizedscorefor
theproductsophisticationindexes,thedegreeofcompetitivenesstoUSexportsfor
anytwocountries,theexportstructureintheflying-geesepatternofeconomicde-
velopment
